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1 地方独立行政法人長崎市立病院機構第2期中期計画の変更の認可について

(1)地方独立行政法人の中期計画について

ア中期計画の意義

中期計画は、市長から指示された業務運営の目標(「中期目標」)を達成するための具体的

計画であり、地方独立行政法人は、自ら定めたその計画に従い、自主性及ぴ自律性をもって

業務を実施する。

イ中期計画の記載事項《地方独立行政法人法第26条第2項》

(ア)住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

(イ)業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

(ウ)予算(人件費の見積りを含む。)、収支計画及び資金計画

(エ)短期借入金の限度額

(オ)出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となるこ'とが見込まれる財産があ

る場合には、当該財産の処分に関する計画

仂)前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、

その計画

(キ)剰余金の使途

(ク)料金《法第船条第2項》

(ケ)その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項

ウ中期計画の認可(変更含む、)に係る手続き

地方独立

行政法人

'⑤

表

①変更認可申請

④認可

認可された

中期計画(変更)

市長
②変更議案

③議決

議 会



【参考】根拠条文

0 地方独立行政法人法(平成15年法律第118 号)抜粋

(中期計画)

第26条地方独立行政法人は、・前条第1項の指示を受けたときは、中期目標に基づき、設

立団体の規則で定めるところにより、当該中期目標を達成するための計画(以下「中期計

画」という。)を作成し、設立団体の長の認可を受けなけれぱならない。当該中期計画を

変更しようとするときも、同様とする。

2 中期計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

(1)住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

(2)業務運営の改善及ぴ効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

(3)予算(人件費の見積りを含む。)、収支計画及び資金計画

(4)短期借入金の限度額

(4)の 2 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産

がある場合には、当該財産の処分に関する計画

(5)前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、,

その計画

(6)剰余金の使途

(フ)その他設立団休の規則で定める業務運営に関する事項

(略)3~4

'

ノ

(料金及び中期計画の特例)

第83条

第2項公営企業型地方独立行政法人に係る中期計画においては、第26条第2項各月に掲

げる事項のほか、料金に関する事項について定めるものとする。

第3項設立団休の長は、公営企業型地方独立行政法人に係る中期計画について、第26条

第.1項の認可をしようとするときは、あらかじめ、議会の議決を経なけれぱならな.い。
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(2)地方独立行政法人長崎市立病院機構第2期中期計画の変更について

ア 第2期中期計画の期間

平成28年4月1日から令和2年3月31日まで

イ変更理由

地方独立行政法人長崎市立病院機構が運営する長崎みなとメディカルセンターにおいて、

入院患者に対する歯科診療を開始するにあたり、患者から徴収する使用料を規定する必要が

あること等のため、中期計画に規定している料金に関する事項を変更するもの。

ウ変更内容(第10 料金に関する事項 1使用料)

(ア)歯科診療の算定根拠を規定するもの(第1号)

入院患者に対する口腔機能管理については、開業医の往診による歯科診療により実施し

ているが、これを、長崎みなとメディカルセンターの歯科医が診療し、その診療報酬を請

求することができるよう、歯科診療の算定根拠を規定するもの。

(イ)所要の整備を行うもの(第2号)

介護サーピスに係る使用料の算定根拠に規定している「厚生労働大臣が定める1単位の

単価」については、平成27年3月に全部改正されており、告示年及び告示番号を改正す

る必要があるため変更するもの。

゛、



工 新旧対照表(抜粋)

第10 料金に関する事項

1 使用料

患者の使用料は、次のとおりとする。

川診療報酬の算定方法(平成20年厚生労働

省告示第59号)別表第1医科診療報酬点数

表(以下「医科点数表」という。)及び入院

時食事療養費に係る食事療養及ぴ入院時生

活療養費に係る生活療養の費用の額の算定

に関する基準(平成18年厚生労働省告示第

99号)により算定した額

現イ〒

②指定居宅サービスに要する費用の額の算

定に関する基準(平成12年厚生省告示第

19号)、指定居宅介護支援に要する費用の

額の算定に関する基準(平成12年厚生省告

示第20号)、指定施設サービス等に要する

費用の額の算定に関する基準(平成12年厚

生省告示第21号)、指定介護予防サービス

に要する費用の額の算定に関する基準(平

成袷年厚生労働省告示第127号)及び厚生

労働大臣が定める1単位の単価(平成12年

第10 料金に関する事項

1 使用料

患者の使用料は、次のとおりとする。

a)診療報酬の算定方法(平成20年厚生労働

省告示第59号)別表第1医科診療報酬点数

表(以下「医科点数表」という。)、別表第

変更(案)

2歯科診療報酬点数表及ぴ入院時食事療養

費に係る食事療養及び入院時生活療養費に

係る生活療養の費用の額の算定に関する基

準(平成18年厚生労働省告示第99号)1こよ

り算定した額

②指定居宅サービスに要する費用の額の算

定に関する基準(平成12年厚生省告示第

19号)、指定居宅介護支援に要する費用の

額の算定に関する基準(平成12年厚生省告

示第20号)、指定施設サービス等に要する

費用の額の算定に関する基準(平成12年厚

生省告示第21号)、指定介護予防サービ

スに要する費用の額の算定に関する基準

(平成18年厚生労働省告示第127号)及び

厚生労働大臣が定める1単位の単価(平成

27年厚生労働省告示第93号)により算定厚生省告示第22号)により算定した額

した額
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参考

地方独立行政法人長崎市立病院機構第2期中期計画

地方独立行政法人長崎市立病院機構は、市長の指示である第2期中期目標に掲げられた4

つの使命をはじめとする目標を達成し、効率的・効果的な病院経営を推進するため、次のと
おり中期計画を定めるものとする。

第1 中期計画の期間

平成28年4月1日から平成32年3月31日まで

第2 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

1 診療機能

①目指す医療

ア救急医療

第2期中期計画期間中の早期にER型の救命救急センターの整備に努め、地域

住民が安心できる充実した救急医療を提供する。

また、地域の中核的基幹病院として地域医療機関や消防局との連携を図るとと

もに救急救命士等の教育も行い、地域の救急医療体制の充実を図る。

【目標値】 (単位:人)

指標

救急搬送人数

平成26年実績値(暦年)

長崎みなとメデ

イカノレセンター

市民病院

病院

イ高度・急性期医療

3大疾病(がん・心疾患・脳血管疾患)等に対応するため、地域の医療機関

との連携及び役割分担を行い、地域の中核的基幹病院としての.使命を果たす。

また、複数の疾患を持つ患者等に対応できるように診療科の枠を超えた医療

を提供するとともに、より身体的負担が少ない手術や検査の充実、先進医療の

実施体制の整備を図る。

[参考値(長崎みなとメディカルセンター市民病院)](単位:件)

5

長崎みなとメデ

イカノレセンター

成人病センター

ノ'

人数

平成31年目標値

(暦年)

3,127

内視鏡手術等件数

170

797

3,297

指標

3,300

平成26年度実績値

計合



0 がん

がん治療については、 5大がん(肺がん、胃がん、大腸がん、乳がん、

肝臓がん)に対して高水準な診療を提供するとともに専門医等を中心に多

職種による専門性の高いチームを組織し、患者により快適な医療提供を図

る。

また、治療の困難な原発不明がん、高度進行がん等に対しては、複数診

療科にわたる集学的治療の提供体制を強化する。

地域がん診療連携拠点病院として、地域医療圏に船ける急性期の集中的

高度医療を提供する役割を担当するとともに、地域医療圏の人材育成、患

者、家族を含め市民へのがんに関する相談、がん情穀の提供、啓発・教育

を実施する。

[参考値(長崎みなとメディ.カルセンター市民病院)]

がんに関する相談人数(人)

緩和ケア

チーム活動

がん手術件数q牛)

指標

放射線治療件数(件)

カンフナレンス・回診(回)

外来化学療法件数(件)

院内研修(回)

0 心疾患

心疾患については、,酬蔵血管内科・外科医師とともに看護師、コメディカ

ルスタッフが一体となった診療体制で相乗効果を高め高水準の治療体制を

維持・向上するとともに引き続き 24時間365日救急医療にも対応する。

〔参考値(長崎みなとメディカルセンター市民病院)](単位:件)

平成26年度実績値

急性心筋梗塞手術件数

心臓カテーテル手術等件数

指標

0 脳血管疾患

脳血管疾患にっいては、脳神経内科・外科医師とともに看護師、コメディ

カルスタッフが一体となった診療体制で引き続き24時間365日救急医療

にも対応する。

744

47

3

586

6,131

1,652

平成26年度実績値

140

566



【目標値(高度・急性期医療)】

指標

手術件数
長崎みなとメデ

イカノレセンター

市民病院

病院

平成26年度実績値

(注 D 麻酔科医又は手術部スタッフが関わった手術等の手技件数(手術室以外も含

む。ただし、複数術野の手術等、一手術が診療報酬上複数の手術に区分けされる

場合、合わせて1件とする。内視鏡手術及び心臓カテーテル手術等は含まない。)

(注2)平成26年度実績値には、麻酔科医又は手術部スタッフが関与しなかったぺー

スメーカー移植術79件を含む(第1期中期計画においては、平成25年度までは

手術部スタッフ等が関与しており、ペースメーカー移植術が含まれた目標値を設

定していたため。)

長崎みなとメデ

イカノレセンター

成人病センター

合

件数

ウ小児・周産期医療

地域周産期母子医療センターとして、地域の医療機関との連携及び役割分担を

行い、ハイリスク出産への対応や新生児・未熟児医療を行い、小児・周産期医療

の充実に引き続き努め、'安心して子どもを産み育てられる環境の整備に寄与する

とともに、長崎大学病院等とも連携して小児一周産期医療を担う人材育成に取り

組む。

2,649

平成31年度目標値

(単位:件)

95

2,744

3,500

[参考値(長崎みなとメディカルセンター市民病院)](単位:件)

分べん件数

工政策医療

災害発生時において行政や地域の医療機関と連携し、災害拠点病院として患者

の受入れを行うとともに、医療救護活動等を実施する。そのために、平時におい

てもマニュアルの整備や訓練等に積極的に取り組む。また、他の白治体等におい

て大規模災害が発生した場合は、長崎DMAT (災害派遣医療チーム)を被災地

に派遣するなど医療救護活動の支援を行う。

結核医療及び感染症医療については、引き続き役割を堅,持し、新型インフルエ

ンザ等の感染症発生時においては、,行政や関係医療機関と連携を図り、速やかな

患者受入れや拡大防止等の対応を行う。

また、透析医療についても引き続き実施する。

指標 平成26年度実績値

389

7

そ
口



[参考値(長崎みなとメディカルセンター市民病院)]

災害訓練の実施回数

長崎DMATチーム数

指標

[参考値(長崎みなとメディカルセンター成人病センター)](単位:人)

感染症患者数

結核患者数

平成26年度実績値

指標

透析患者数

年1 回

②地域医療への貢献と医療連携の推進

地域医療支援病院として、地域の医療機関との連携・協力体制を充実するための
活動を積極的に行い、'地域で完結する切れ目のない地域連携を推進し地域医療に貢

献する。併せて、地域の医療従事者に対する研修会も積極的に行う。

また、地域の医療機関だけでなく介護関連施設等とも連携し、構築が進められて

いる地域包括ケアシステムに翁いても地域の中核的基幹病院としての役割を果たす。

(単位:%)【目標値】

1チ

入院

ム

入院

入院

外来

平成26年度実績値

1日最大入院患者数 19

1日最大排菌患者数 19

紹介率
仕也域医療支援病院)

指標

逆紹介率

仕也域医療支援病院)

3,227

0

平成26年度実績値
(長崎みなとメディカル

センター市民病院)

(注1)平成26年度実績値は、平成27年10月に長崎県医療政策課へ穏告した実績

(注2)算定式

3,370

〔勧一

11,465

初診患者数

初診患者数=初診料算定患者数
紹介患者数=紹介患者数(※2)
※1初診料を算定した患者
※2初診料を算定した紹介患者

紹介患者数

(※1)
(※2)

52.5

平成31年度目標値

50.0 以上

75.6

"001 ←撤*岡 籾診患者数

一休日夜間受診患者数(※D 一救急搬送患者数
一休日夜間受診患者数(※2)一救急搬送患者数

70.0 以上

紹介率・逆紹介率に

ついては、地域医療

支援病院の基準を満

たすことを目標とす

る。

逆紹介患者数

8
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[参考値(地域医療支援病院関係:長崎みなとメディカルセンター市民病院)]

地域医療講演会開催回数(回)

地域医療講演会参加人数(人)

医療福祉相談件数(件)

[参考値(あじさいネット関係:長崎みなとメディカルセ・ンター市民病院)]

指標

登録施設数(施設)

登録人数(人)

紹介数(人)

アクセス件数(件)

※平成26年度末累計値は、平成21'年Ⅱ月~平成27年3月の累計

③安全安心で信頼できる医療の提供
、

ア情報の共有化とチーム医療の推進

医師をはじめとした医療スタッフが関わる医療情報の一元管理やカンファレン

スの実施により、各スタッフが共通認識をもったうえで専門性を発揮し、互いに

連携・補完し合うチーム医療を推進する。

また、'各種医学管理・指導を徹底するととで、質の高い医療の提供を行う。

指標

20

平成26年度実績値

イ医療安全対策の充実

医療安全委員会及び各所属のりスクマネジャーを中心として、ヒヤリハット事

例などを積極的に報告する組織風土を酸成するとともに、報告は適切に分析し対

策を講じるなど、安全風土の醸成・安全対策の充実を図る。

また、'職員の医療安全に対する知識向上のため、りスクマネジャーを通じた情

報提供や多様な職種に対応した研修会の開催などに努めるとともに、定期的な院

内ラウンドチェックなどにより安全を意識した行動の定着を図る。

医薬品及び医療機器に関する安全管理にづいても、チェック体制の強化や安全

器材の導入、研修会の開催などにより充実を図る。

平成26年度末累計値

12

698

2,883

86

2,257

1,193

[参考値(長崎みなとメディカルセンター市民病院)](単位:回)

31,403

医療安全委員会開催回数

医療安全研修実施回数

ウ院内感染防止対策の実施

感染制御センター及び院内感染対策委員会、院内感染防止対策チームを中心と

した活動を行うとともに、多様な職種に対応した研修会の開催などに努め、院内

感染防止対策を確実に実施する。

院内感染防止対策チームにおいては、定期的な院内ラウンドチェックを実施し、

指標 平成26年度実績値

0

12



院内感染の未然防止.・早期発見に努める。

[参考値'(長崎みなとメディカルセンター市民病院)](単位:回)

感染防止対策委員会閉催回数

④公立病院としての役割の保持

ア外国人への医療の提供

職員の語学力向上、通訳の体制、院内案内版等の外国語併記、外国語パンフレ

ツトなど、国際観光都市の公立病院として外国人観光客等が安心して医療を受け

られる体制を整備する。

感染防止対策研修実施回数

1

指標

[参考値(長崎みなとメディカルセンター市民病院)]

外国人患者数

平成26年度実績値

イ県・市の福祉保健部門等との連携推進

県・市の福祉保健部門をはじめとした関係機関と連携し、各種会議等も含めた

情報共有や協議を行い、地域医療の充実、各種検診の啓発・充実、災害時の対応

など市民の命と健康を守るための役割を果たす。

(注)院内通訳(当院職員)が対応した外国人患者

指標

延べ入院患者数()内は実数

2 住民・患者の視点に立った医療サービスの提供

①患者中心の医療の提供

電子カルテシステムなどの医療情報システムの活用により、多職種が保有する患

者情報を共有するとともに、患者用クリティカルパスの活用、インフォームド・コ

ンセントの充実・徹底を図り、患者中心の医療の提供を行う。また、看護体制とと

もにコメディカルスタッフの体制も充実させ病棟配置する等、多方面でのきめ細や

かな患者サービスの実施に努める。

更に在院日数が短縮していくなか、早期に退院・転院等が困難な患者の支援策と

して、地域包括ケア病棟設置の検討や退院支援の充実を図る。

延べ外来患者数()内は実数

12

53

平成26年度実績値

(単位:人)

182 a9)

103 (55)

10



【目標値】

クリティカルパス(適用率)

指標

患者アンケートによる

満足度の向上(やや満足以上)

②住民・患者への適切な情報発信

病院の役割や機能、各疾患の治療内容、手術等の実績など、住民・患者が求める

情報をホームページ、パンフレット、情報誌などの媒体を通じて適切に情報提供を

行うとともに、健康教室なども積極的に行い、顔が見える中での情報発信も行う。

[参考値(長崎みなとメディカルセンター市民病院)](単位:回)

平成26年度実績値

(長崎みな・とメディ'カル

センター市民病院)

情報誌発行回数

患者・家族向け(院内)

平成飢年度目標値

住民・医療機関向け(院外)

(単位:%)

ロビーコンサート等の開催回数

指標

44.0

③

市民向け講演会開催回数

患者二ーズへの対応の迅速化

患者アンケートやご意見箱等により、患者二ーズを把握し、必要な改善を適宜行

80.フ

うとともに、ボランティrスタツフの意見も積極的に取り入れ患者視点に立った病
院づくりを進める。

50.0

[参考値(長崎みなとメディカルセンター市民病院)]

85.0

平成26年度実績値

患者サービスに係る委員会開催回数(回)

④職員の接遇向上

患者及び地域住民から信頼され愛される病院であり続けるため、.病院理念の徹底、

職員研修の実施、接遇指導ができる職員の育成などを行うとともに、職員同士の連

携とコミュニケーションを更に深めることにより、患者に対する接遇向上を図る。

[参考値(長崎みなとメディカルセンター市民病院)]'(単位:回)

病院機能評価認定

指標

12

7

5

接遇研修開催回数

3

30

指標

平成26年度実績値

認定更新(3rdG V皎.1)

、

松

平成26年度実績値

11

2



⑤.ボランティアとの協働

ボランティアスタッフが、病院組織の一員として積極的に活動を行うととができ

るように組織に位置付け、多種多様な活動の場や定期的な情報共有の場を作り、ボ

ランティアスタッフの意見を積極的に取り入れた活動を行う.。

また、ボランティア活動を職員にも周知し、病院全体で活動支援を行う体制を構

築する。

〔参考値(長崎みなとメディカルセンター市民病院)](単位:人)

3 マグネットホスピタルとしての機能

①適正配置と人材評価

ア医療スタッフの適正配置と組織の見直し

医療水準の維持・向上を図り、地域の中核的基幹病院としての役割を果たすた

めに、医師をはじめとした医療スタッフを適切に配置し、必要な医療提供体制を

実現する。 4つの柱のうち、.特に救急医療、高度医療、小児・周産期医療につい

ては人員強化を図り、安全・安心な医療を提供する。

また、臨床研修指定病院として、,より一層の研修プログラムの充実や病院全体

での指導体制の強化等を図り、研修医を積極的に受け入れる。

更に中核的基幹病院として、地域医療構想など医療環境が変化していく中・で、

その変化に対応できる弾力的な組織体制を構築する。

ボランティア登録数

指標 平成26年度実韻値

【酎黒直】

医師数

12

(注1)
(注2)

指標

15

平成27年4月1日現在
平成舒年度医師数内訳

四標値】

7対1看護体制

平成乞7年度実績値

指標

(研修医を除く。)
長崎みなとメディカルセンター
長崎みなとメデ才カルセンター

7対1看護体制の維持

95

平成31年度目標値

目標値

(単位:人)

市民病院
成人病センター

96

86 人

9人



[参考値]

指標

看護職員数

医療技術員数

医師事務作業補助者数

100床あたり職員数

(注D 平成27年4月1日現在(再任用短時間勤務職員、嘱託員を含む。)
(注2)100床あたり職員数には、常勤換算した再任用短時間勤務職員、嘱託員を含む。
(注3) 100床あたり職員数は、稼働病床(364床)を基準としている。

長崎みなとメデ

イカルセンター

市民病院

[参考値(長崎みなとメディカルセンター市民病院)](単位:人)

平成27年度実績値

初期研修医受入数

長崎みなとメデ

イカルセンター

成人病センター

(注)平成27年4月1日現在

イ職員採用の柔軟化

新卒採用だけでなく.、中途採用、外部登用、再雇用などの柔軟な採用形態と、

短時間勤務など職員のワークライフバランスにも配慮した多様な勤務形態での採

用を行い、必要な人員の確保と欠員の迅速な補充に努める。

また、非正規職員から正規職員への登用制度の構築など、必要な人材を確保する

ための方策を検討する。

452

指標

115

28

181.9

(単位:人)

81

28

ウ適正な人材評価

職員の仕事に対する意欲と能力を高めるために、当院独自の人事評価システム

(WES:work Editi昭 Service)の定着を図り、職員の業績の適正評価と人材育

成に活用する。

平成27年度実績値

533

143

工職員満足度の向上

職員にとって働きがいと誇りが持て、働きやすい職場とするために、ワークラ

イフバランスに配慮した労働環境整備と、仕事に対する意欲と能力を高めるとと

ができる適正な人材評価を行う。

また、職員に対して様々な相談窓口を周知し、メンタルヘノレス支援、ハラスメ

ント対策等を充実させ、職員の精神的な健康の確保にも努める。

29

20

②医療スタッフの育成

ア研究・研修事業の強化

研究開発センターの機能を強化するなど、'臨床研究及び治験が行いやすい環境

を整備し、多職種の研究を推進する。

また、医療スタッ・フの専門性や医療技術の向上を図るため、院内研修の充実と

1ス

主
Π



ともに、外部講師を招聰しての研修、先進病院での研修など、様々な機会を設け

研修制度の充実に努める。

更に、職員だけでなく地域の医療従事者、学生、実習生などの受け入れも積極

的に行い、地域医療で活躍する人材の育成に貢献する。

[参考値(長崎みなとメディカルセンター市民病院)]

治験実施件数

製造販売後調査件数

臨床研究件数

指標

(注)平成,26年度実績値は、平成26年度に実施している件数(新規・継続)

[参考値]

学会発表件数

論文件数

指標

イ資格取得に対する支援強化

医療の質及び専門性の向上を図るため、多様な職種の専門資格取得を推進し、

これを支援する。

また、職場環境を整備し、取得した資格を活かし専門性を発揮できる体制を整

える。

平成26年度実績値

平成26年実績値(暦年)

(単位:件)

[参考値]

(単位:件)

9

15

認定看護師資格取得支援人数累計

30

(注)資格取得支援人数累計ば、平成20年度からの累計

4 法令・行動規範の遵守

医療法をはじめとする関係法令の遵守はもちろんのとと、機構で定める倫理規程等

を遵守するなど=ンプライアンスを徹底し、適正な病院運営を行う。

また、個人情報保護、特定個人情報保護及び情蝦公開に関しては、市の条例等に基

づいた対応に加え、厚生労働省が示している医療機関に対するガイ.ドラインにも適切

に対応する。

163

指標

44

長崎みなとメデ

イカノレセンター

市民病院

平成26年度実績値

(単位:人)

長崎みなとメデ

イカノレセンター

成人病センター

10

14



[参考値(長崎みなとメディカルセンター市民病院)](単位:件)

第3 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

1 組織体制の充実・連携強化

① PDC・Aサイクルの徹底による業務評価の推進

WES (当院の人事評価システム)に謁ける目標管理等を活かし、各部門に為け

る目標及び計画の進捗管理と結果検証を行い対応する仕組みを確立するととで、継

続的に業務の改善を図る。

また、目標に対する業務実績や計画・予算の進捗状況、.それらの分析結果等は、

経営会議においてその内容を把握して対応方法を決定し、組織が一体となって取り

組む仕組みを確立する。

理事会においては、業務実績や計画・予算の進捗チェックとともに、 PDCAサ

イクルが機能しているかについてもチェックする。

診療録開示件数

指標 平成26年度実績値

②事務部門の専門性の向上

医療制度改革や診療報酬改定、医療需要の変化等に迅速かつ的確に対応し、戦略

的な病院経営を行うため、主に経営に関する企画と管理を行う部署の設置、病院事

務としての使命感ど高い専門性を持った職員の育成や人事口ーテーション、他施設

への研修派遣等を行い、専門性の向上を図る。

第4 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置

1 持続可能な経営基盤の確立

適正な病床稼働率を維持し、給与費比率、材料費比率及び経費比率の低減化に努め

効率的・効果的な病院経営を行い、将来にわたって安定的かつ持続可能な経営基盤を

確立する。そのために、'PDCAサイクルの徹底と業務の見直しを確実に実施する。

また、第2期中期計画期聞の4年間の経常収支を黒字とするよう努める。

30

【目標値1

指

延べ患者数(人)

勾く

1人 1日当たり単価(円)

病床稼働率(%)

(病床数)

平均在院日数細)

平成26年度実績値

(長崎みなとメディカル

センター市民病院)

延べ患者数(人)

1人 1日当たり単価(円)

112,959

平成肌年度目標値

64,442

85.0

(364 床)

11.0

玲2,980

1片

13,443

158,200

73,500

87.5

(494 床)

11.0

145,200

17,200

(
一
般
病
床
)

入
院

外
来



(注1)病床稼働率(%)
稼働病床数X年間入院診療実日数(3紡勵

(注2)平均在院日数は、在院患者数で算出している。

(注3)外来には、外来透析患者を含む。

[参考値(長崎みなとメディカルセンター成人病センター(結核・感染症))]

延べ患者数(人)

1人 1日当たり単価(円)

指

病床稼働率(%)

平均在院日数(日)

入院延べ患者数

畑標値】

刀て

指 梗

総収支比率

経常収支比率

長崎みなとメデ

イカノレセンター

市民病院

医業収支比率

平成26年度実績値

結核

給与費比率

X I00

材料費比率

3,227

平成26年度実績値

25,57フ

経費比率

(注)給与費比率は、上段に退職給付費用を含んだ給与費比率を、下段にそれらを除いた給与費比率
を記載している。

長崎みなとメデ

イカノレセンター

成人病センター

29.5

感染症

89.8

61.フ

2 業務の見直しによる収支改善

笑施した診療行為を確実に収入につなげるための日常的な運用体制及びチェック体

制を病院全体で確立するとともに、 DPCデータの分析、他院べンチマーク、クリテ

イカノレパスの活用など・で収入増加に努める。

また、未収金に関しては未然防止を図るとともに回収率を向上させる。

支出に関しては、物品購入、業務委託などの価格交渉の徹底や節電等の経費節減など

により無駄をなくすとともに、予算進捗管理を徹底する。

94.8

91.3

57.5

55.フ

長崎市立病院機構

(法人全体)

23.0

83.4

16.5

84.2

73.2

第5 その他業務運営に関する重要事項を達成するためとるべき措置
1 新市立病院建設の着実な推進

「長崎市新市立病院整備基本計画」に基づき、平成28年度に全面開院できるよう

確実に事業に取り組む。

(単位:%)

79.4

74.5

平成31年度

目標値

23.5

88.9

26.6

93.3

88.フ

2

60.1

新市立病院における事業の円滑な推進

1侃.8

58.0

101.8

23.0

98.0

17.フ

52.9

50.4

24.4

15.3

16

J

入
院



パートナーであるPF1事業者と密に連携し、患者サービス向上と施設の適正な

維持・管理に努め、質の高い病院サービスを提供し、長期的な視点を持って事業の

円滑な推進を図る。

第6 予算(人件費の見積りを含む。)、収支計画及び資金計画

1,予算(平成28年度から平成31年度まで)

0

収入

営業収益

区 分

営業外収益

医業収益

運営費負担金収益

補助金収益

資本収入

運営費負担金収益

その他営業外収益

支出

その他の収入

運営費負担金

長期借入金

営業費用

その他資本収入

金

(単位:百万円)

額

医業費用

61,391

56,264

営業外費用

給与費

54,158

資本支出

材料費

1,933

経費

その他

建設改良費

(注1)期間中の診療報酬の改定、消費税率の改定、給与改定及び物価の変動は考慮していな

し、

(注2)数値の単位未満については、原卸ルして四捨五入をしているため、総数と内数が一致

しなし.、揚合がある。

【人件費の見積り】

期間中総額29,463百万円を支出する。なお、当該金額は、法人の役職員に係る報酬、基

1 7 3

償還金

その他の支出

299

その他資本支出

214

4,828

84

1,698

2,805

3 2 6

6 0, フフフ

52,735

0

52,735

29,46 3

14,217

8,889

1 6 6

フ,602

43 9

3,326

17
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本給、・諸手当、法定福利費、退職手当の額に相当ずるものである。

【運営費負担金の繰出基準等】

運営費負担金にっいては、毎年度総務省が発出するル也方公営企業繰出金について」に準

じた考え方により算出する。また、建設改良費及び長期借入金等元利償還金に対する運営費

負担金等については、経常費助成のための運営費負担金等とする。

2 収支計画(平成28年度から平成31年度まで)

収益の部

営業収益

区

医業収益

運営費負担金収益

ノコ

補助金収益

営業外収益

資産見返負債戻入

費用の

運営費負担金収益

臨時利益

部

その他営業外収益

営業費用

医業費用

金

(単位:百万円)

給与費

額

純利益

営業外費用

材料費

控除対象外消費税等

臨時損失

目的積立金取崩額

経費

59,285

総利益

減価償却費

5 8,9 9 0

(注1)期間中の診療報酬の改定、消費税率の改定、給与改定及び物価の変動は考慮していな

い。

(注2)減価償却費5,5鮖百万円には、資産見返負債戻入相当額2,フ78百万円を含む。

(注3)数値の単位未満にっいては、原則として四捨五入をしているため、総数と内数が一致

しない場合がある。

その他

54,1 07

1,933

2,フ78

1 7 3

2 94

2 14

58,49 6

80

57,724

0

56,350

2 9,1 57

1 3,1 64

8,27フ

0

5,595

1,374

1 5.9

7 5 3

20

7 8 8

788
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3 資金計画(平成28年度から平成31年度まで)

資金収入

業務活動による収入

区

診療業務による収入

運営費負担金による収入

分

投資活動による収入

その他の営業活動による収入

運営饗負担金による収入

財務活動による収入

その他の投資活動による収入

資金

長期借入れによる収入

前期中期目標期間からの繰越金

その他の財務活動による収入

出

業務活動による支出

給与賓支出

金

材料費支出

投資活動による支出

その他の業務活動による支出

額

(単位:百万円)

有形固定資産の取得による支出

財務活動による支出

63,082

その他の投資活動による支出

5 6,56 3

長期借入金の返済による支出

54,1 5 8

第7 短期借入金の限度額

1 限度額

1,0 0 0 百万円

2 想定される.短期借入金の発生事由

①医療機器等の購入に係る一時的な資金不足への対応

②業績手当(賞与)の支給等による一時的な資金不足への対応

⑧予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等、偶発的な出費への対応

第8 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

なし

移行前地方債償還債務の償還による支出

2,

次期中期目標期間への繰越金

その他の財務活動による支出

147

2,023

25 8

2,023

2,8.05

2,805

0

1,691

63,082

0

第9 剰余金の使途

決算において剰余を生じた場合は、病院施設の整備、医療機器の購入、教育

体制の充実、組織運営の向上策等に充てる。

5 3,

2 9,46 3

1 7 5

14,217

9,495

3,326

3,326

4,276

3,1 0 2

0

6 28

2,3 0 5

546
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第10 料金に関する事項

1 使用料

患者の使用料は、次のとおりとする。

①診療報酬の算定方法(平成20年厚生労働省告示第59号)別表第1医科診療報酬点

数表(以下「医科点数表」という。)及び入院時食事療養費に係る食事療養及び入院

時生活療養費に係る生活療養の費用の額の算定に関する基準(平成18年厚生労働省

告示第99号)により算定した額

②指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成12年厚生省告示第

19号)、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準(平成12年厚生省

告示第20号)、指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準(平成12

年厚生省告示第.21号)、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基

準(平成18年厚生労働省告示第127号)及び厚生労働大臣・が定める 1単位の単価(

平成12年厚生省告示第22号)により算定した額

③原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律(平成6年法律第U7号)第H条第2

項の規定により定められた額

④感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律(平成10年法律第Ⅱ4

号)第41条第2項の規定により定められた額

⑤厚生労働大臣の定める評価療養及び選定療養(平成18年厚生労働省告示第495号

)に規定する初診時及び再診時の選定療養費厚生労働大臣が定める基準に該当す

る場合に規定された額に基づき理事長が定める額

⑥厚生労働六臣の定める評価療養及び選定療養に規定する特別室料別表に掲げる

額

⑦厚生労働大臣の定める評価療養及び選定療養に規定する入院期間が180日を超え

た口以後の入院及びその療養に伴う世話その他の看護に係る長期入院選定療養費

保険外併用療養費に係る厚生労働大臣が定める医薬品等(平成那年厚生労働省告示

第498号Xこ規定する通算対象入院料の基本点数に100分の15 を乗じて得た額

⑧分べん料別表に掲げる額

⑨健康診断料医科点数表を基準として算定した額

⑩①から⑨までに掲げる以外のもの別に理事長が定める額

20

2 手数料等

手数料等は、次のとおりとする。

①診断書料 1通につき 3,000円以上7,000円以下

②証明書料 1通につき 1,000円以上2,000円以下

侶}督促料 1通につき 100円

3 消費税

前記1及び2の場合において、消費税の課税の対象となる療養、医療等に係る使用

料及び手数料等は、前記1及び2において定める額に消費税(地方消費税を含む。)を加

えた額とする。



4 診療契約に係るものの使用料等

国民健康保険組合その他の団体等との間における診療契約に係るものの使用料及ぴ

手数料については、前記1①及び前記2の定めにかかわらず、その契約の定めるとと

ろによる。

5 料金の減免

理事長は、'特別の理由があると認めるときは、使用料及び手数料を減免することがで

きる。

6 延滞金

督促を受けたものが、使用料等を納付する場合においては、延滞金を徴収すること

ができる。

7 その他

第10料金に関する事項に定めるもののほか、必要な事項は理事長が別に定める。

別表

1

(使用料関係)

特別室料

準個室(4床室)

区

一般個室

特別個室

2

ノ＼

づ)・'、ミメy'}ドト

帝王切開の場合

区

単位

通常分べん

の場合

刀

1日

1日

平

時間内

1日

帝王切開及

び通常分べ

ん以外の場

日
時'間外

1胎につき 18 万円

2,000円を上限として

理事長が定める額

金額

深

休

1胎につき 25 万円

1胎につき 30万円

夜

平
時間内

1胎につき 30 万円

日

日

金

時間外

1胎につき 30 万円

8,000円

深

休

額

1胎につき 16万円

24,000円

1胎につき 19 万2,000円

夜

多胎の分べんをする場

合の2胎目以降の分べ
ん料は、1胎につき左

欄の区分に応じ定める

金額に2分の1を乗じ

て得た額・とする。

1胎につき 22 万4,000円

日 1胎につき 22 万4,000円
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備考

1 「通常分べん」とは、第10料金に関する事項1樹の規定により使用料が算定される
療養、医療等を伴わない分べんをいう。
2 印寺間内」とは、午前8時妬分から午後卵寺30分までをいう。

3 「時間外」とは、2及び4に掲げる時間帯以外の時間帯をいう。

4 「深夜」とは、午前0時から午前卵寺まで及び午後10時から午後 12時までをいう。
5 「休日」とは、次に定める日をいう。

①日曜日及び土曜日

②国民の祝日に関する法律(昭和23年法律第178号)に規定する休日
⑧ 12月29日から翌年の 1月3日までの日(前号に掲げる日を除く。)
6分べん料の場合の区分の決定は、出産時刻の属する時間帯による。

第11 その他長崎市の規則で定める業務運営に関する事項

1 施設及び設備に関する計画(平成28年度から平成3'1年度まで)

(単位:百万円)

(注)各事業年度の施設及び設備に関する計画の具体的な内容については、各事業年度の予
算編成過程において決定される。

2 中期目標の期間を超える債務負担

ア移行前地方債償還債務

病院施設、医療機器等整備

施設及び設備の内容

6,740

移行前地方債償還債務

、

イ長期借入金償還債務

予定額

3,326

中期目標期間

償還額

長期借入金償還債務

ウ新病院整備等事業

長期借入金他

財源

628

次期以降償還額

中期目標期間

償還額

新病院整備等事業

(注)事業期間は、中期目標期間以後の分について記載している。

3 積立金の処会~に関する計画

なし

(単位:百万円)

1,612

3,101

総債務償還額

次期以降償還額

事業期聞

平成28年度から

平成究年度まで

、

2,240

(単位:百万円)

中期目標期間

事業費

9,フ72

総債務償還額

2,588

次期以降

事業費

12,873

(単位:百万円)
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4,152

総事業費


